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1. はじめに 

 

船舶からの大気汚染防止の規制は、国際的には、国際海

事機関（IMO:International Maritime Organizaion）で定

められた MARPOL 条約附属書Ⅵにより行われている。附属

書Ⅵの規制は多岐にわたるが、主要なものとしては、窒素

酸化物(NOx)、硫黄酸化物(SOx)がある。附属書Ⅵは、1997

年に採択され、2005 年 5 月に発効し、同日から規制が開

始されているが、世界的な環境保護意識の高まり、対策技

術の進歩を受け、2005 年 7 月には、規制の見直しを行う

ことが合意され、現在、IMOにおいて議論が行われており、

2008年 4月には、大筋で合意に達した。ここでは、IMOに

おける見直しの背景事情や合意された内容を紹介すると

ともに、当研究における調査研究との関係を記述する。 

 

 

 

 

2. IMO における規制の見直し作業開始の背景 

 

IMO において、大気汚染防止規制全般が見直しされる

こととなった直接の経緯は、2005 年 7 月に開催された

第53回海洋環境保護委員会（MEPC53）に、欧州諸国が

共同で見直しを提案したことに始まる。その理由として

は、欧州等において大気汚染の状況が深刻であること、

船舶からの寄与が大きいこと、現行規制が策定された時

点より削減技術が進歩したことなどが挙げられている。

まず、その背景を簡単に紹介する。 

 

2.1 船舶排ガス中の大気汚染物質による環境影響 

 

船舶排ガス中の NOx は、燃料油中に含まれて 

いる窒素分に由来するものと、大気中の窒素と酸

素とが燃焼過程で化学反応して生じるものがある

が、量的には後者が多いと言われる。舶用ディー

ゼルエンジンは、大型、低速のメリットを生かし

た高効率なエンジンであるため、相対的には NOx
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排出量は多いとされる。船舶起源の NOx は相対的に、

自動車や固定排出源を含めた全体の NOx 排出量に占

める割合が高いと言われ、平成 15 年度に国土交通省

で行われた調査によると、日本全体の NOx 排出量の

うち、船舶起因のものが 30％とされている。 

また、船舶の燃料油中に含まれる硫黄分は、燃焼

過程において酸素を結びつくことにより硫黄酸化物

になるが、船舶は、他の用途に用いられる燃料油に

比べて高い硫黄含有率の燃料を使用している（舶用

燃料油としては、常圧蒸留した残さ油を主原料とし

た重油が多く使用されているが、この重油は、硫黄

分が高い）ため、全 SOx 排出に占める船舶の寄与割

合は高いと言われ、同じく平成 15 年度に国土交通省

で行われた調査では、日本全体の SOx 排出量のうち、

船舶起因のものが 25%とされている。 

NOx や SOx は、酸性雨による環境被害や呼吸器障

害などの健康被害が懸念されているほか、大気中で、

NOx 及び SOx に起因して二次的に生成する粒子状物

質（PM）、さらにそれが、大気中の VOC(揮発性有機

物質)と光化学反応を起こして生じる光化学オキシ

ンダントによる健康被害が懸念されている。 

さらに、NOx や SOx 以外にも環境負荷低減の観点

から、タンカー等の貨物から発生する VOC のさらな

る削減、冷房設備や消火設備として使用されるオゾ

ン層破壊物質の削減、燃料油中の重金属等の硫黄分

以外の成分の規制導入も IMO に提案された。 

なお、二酸化炭素等温室効果ガスは、地球温暖化

防止の観点から、IMO で別途削減のための審議が継

続中であるが、これについては、まだその結果の見

通しが明確でないので、本稿では記述しない。 
 

2.2 低減技術の進歩 

 

NOx 低減技術には、燃料の噴射タイミングを変えるなど

噴射系の改良による低減技術、燃焼室内に水を直接あるい

は加湿した吸気を導入する低減技術、触媒を用いることに

より排ガス中の NOx を窒素と水に還元することによる低

減技術（SCR装置）などが代表的なものである。これらの

低減技術は、既に船舶に導入されている例もあり、こうし

た技術的進歩も規制見直しを行う理由の一つになってい

る。  

ただし、水を用いた低減技術では、腐食対策を講じる必

要があることや燃費が悪化すること、触媒を用いた低減技

術は、使用する燃料油が高品質であることや排ガス温度が

一定以上であること、還元剤が必要になることといった技

術的制約がある。 

 また、SOx 削減技術については、排ガス中の硫黄

酸化物を海水により取り除くスクラバー技術がある。 

 しかし、これには、強い酸性の廃水が発生する

ため、この廃水の排出による二次汚染が問題とな

る。また、低硫黄燃料油の使用も考えられるが、

そのためには、残さ油をさらに分解する装置や脱

硫する装置を石油精製工程に追加設置しなければ

ならず、これには、多額の建設コストを要し、か

つ建設までの時間がかかるため燃料供給面で不安

があることや精製のため二酸化炭素の排出が増加

するとの問題がある。 

 

3. 新しい規制案の内容 

 

3.1 現行規制の内容 

本稿では、まず、現行の MARPOL 附属書Ⅵの規制の  

うち、NOxと SOxの規制内容について、その概要を説明

する。 

(1)NOx の規制内容 

(i)規制対象： 
2000 年 1 月 1 日以降に建造された船 

舶に搭載する出力 130kW 以上のディ

ーゼルエンジン。ただし、国際航海

に従事しない船舶に条約発効日より

前に搭載するものは免除できること

となっている。 
(ii)規制値： 

① 17.0g/kWh 回転数 130rpm 未満

のもの 

② 45.0*n(-0.2) g/kWh 回転数 n が

130 以上 2000rpm 未満のもの 
③ 9.8 g/kWh 回転数 2000rpm

以上のもの 
(iii)検査： 

IMO が定めた NOx テクニカルコード 

（NTC）に規定されて検査されなければ

ならない。NTCでは、製造時に行われる

NOx の計測方法(テストサイクルなど)

や、定期検査や中間検査に行われる検

査方法（検査すべきパラメータなど）

を詳しく定めている。 

 

(2)SOx の規制内容 

SOx の規制については、排出規制ではなく、

燃料油中の硫黄分によって、次のとおり規制さ

れている。 

(i)硫黄酸化物放出規制海域(バルト海及び北

海)を航行する船舶…燃料油中の硫黄含有

（184）



（185）

海上技術安全研究所報告 第 8巻 第 2 号 （平成 20 年度） 小論文  59 

 

量が 1.5%未満とすること。ただし、低硫黄燃

料油を使用する以外に、排ガス中の硫黄分を

低減する装置を搭載することも認められる

（ただし、低減後の排ガス成分や廃水につい

て一定の制限値以下であることが必要とされ

る）。 

(ii)特定の海域以外のすべての海域･･･燃料油

中の硫黄含有率が 4.5%未満とすること。 

 

(3)その他の大気汚染物質規制内容 

(i)オゾン層破壊物質の新規搭載の禁止。ただ 

し、HCFC の搭載は、2020 年までは認めら

れる。 

(ii)IMO が指定する港湾内での VOC（揮発性有 

機化合物質）排出防止のための設備設置義

務。ただし、まだ IMO で指定された港湾は

ない。 

(iii)2000 年以降船舶に搭載する船上焼却炉に

は、排ガス温度の要件等の IMO の定める基

準を満たす焼却炉の設置義務がある。 

(iv)国際航海に従事する総トン数 400 トン以上

の船舶に硫黄酸化物の濃度等を記載した

船舶燃料油供給証明書の搭載義務がある。 

 
3.2 規制の見直し審議経過 

 

規制の見直しの直接の契機は、欧州諸国が共同で

2005 年 7 月に開催された第 53 回海洋環境保護委員

会に全面的に見直しを行うことを提案し、審議の結

果、次の内容について見直しを行うことが合意され

たことにはじまる。見直しの項目としては、次の内

容を合意した。 

① 現在、開発段階にある大気汚染防止のための

技術調査 

② NOx 低減技術の調査と次期規制値の提案 

③ SOx 低減技術の調査及び次期規制値の正当化 

④ 貨物からの VOC の制御に係る検討 

⑤ 粒子状物質(PM)の排出を管理するための現状

調査 

⑥ 以上を踏まえた条約や関連コードの改正案の

作成 

この結果を受け、IMO では、NOx 低減技術の評

価作業から検討作業を開始した。2006 年 4 月に

開催された第 10 回 BLG(Bulk Liquid and Gas;

ばら積み液体及びガス)小委員会において、専

門家による削減技術の評価を行い、既存のイン

エンジン技術については、20％程度、EGR(排気

ガス再循環)等の進んだエンジン内技術では、

40-50％、SCR 等の後処理技術では 80％程度で

あると取りまとめた。 

その後、2006 年 11 月に開催された BLG 大

気汚染防止ワーキングループ中間会合から、

具体的な NOx、SOx 規制値についての議論が

開始された。 

初期の会合では、NOx の新エンジン規制に

ついて、主に議論され、段階的に規制強化を

図ることを合意した。具体的には、最初の規

制強化(二次規制)については、2011 年頃、さ

らに進んだ規制強化（三次規制）については

2016 年頃として検討を進めること、規制値に

つ い て は エ ン ジ ン 回 転 数 を ベ ー ス と し た 現

行 の 規 制 値 の 決 定 方 式 を 踏 襲 す る こ と な ど

が初期の会合で合意された事項である。しか

し、初期の会合では、具体的な NOx 規制値の

値については、結論が出せなかった。これは、

特に三次規制の規制値について、海域を限定

せ ず 、 世 界 的 に 緩 や か な 規 制 値 を 主 張 す る

国々と、沿岸域において厳しい規制値を主張

する国との意見の隔たりが大きかったため、

二 次 規 制 も 含 め て 規 制 値 が 合 意 で き な か っ

たためである。 

新エンジンの NOx 規制値について、我が国は、

初期の会合以来、一貫して、沿岸域において厳

し い 規 制 値 を 導 入 す る こ と が 合 理 的 で あ る

ことを主張してきた。特に、2007 年 11 月に

開催された BLG11 においては、財団法人日本

船 舶 技 術 研 究 協 会 の 委 託 を 受 け て 当 研 究 所

が行った研究結果に基づいて、80％削減するた

めの後処理装置の技術に関する技術情報の提供、

全海域で規制強化するよりも沿岸域で規制を強化

した方が、沿岸域での環境保護の面から合理的で

あることを説明するシミュレーション結果の提供

を行うなど、詳細な科学的根拠を示して説明する

文書を提出した。さらに、この会合中には、プレ

ゼンテーションを行うなど積極的な説明活動を行

った。このような我が国の説明に対して、初

期の会合では理解を示す国が少なかったが、

会 合 を 重 ね る ご と に 理 解 を 示 す 国 が 次 第 に

増加し、2008 年 2 月に開催された BLG12 会合

では、幅広い支持を受けるようになり、その

結果を受けて開催された 2008 年 4 月に開催

された MEPC57 において、我が国の提案にほ

ぼ沿った内容、すなわち沿岸域で厳しい規制

値を導入する案が承認された。 

現存エンジンの規制については、環境保護

上の見地から規制の必要性を主張する国と、

実行上の困難さを挙げ、規制強化に反対する

国との意見の対立が激しく、規制案の具体的

な検討がなかなか進まなかった。しかし、最

終的には、一定の期間、かつ一定の大きさ以
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削減技術を開発したと認めたエンジンに対し

てのみ一次規制値を義務化することが合意さ

れた。 

一方、SOx 規制については、一部の国から、一

般海域において燃料油中の硫黄分を早期に大幅に引

き下げるべき（2015 年までに 0.5%以下とする）との

強い主張がある一方、石油精製施設の整備が不透明

であり、精製のための二酸化炭素の増加のおそれが

あることから、規制強化に強硬に反対する意見もあ

り、意見がなかなか集約されない状況が続いた。初

期の会合において、中間的な案も含め、6 以上の様々

な規制案が作成されたが、各国の対立は根強く、意

見を集約化するのは難しいような状況に陥った。こ

のような状況を打開するため、2007 年 7 月に開催さ

れた MEPC56 において、燃料油供給の専門家から構成

される専門家グループを設置し、その業務内容とし

て、全世界の沿岸域で規制強化した場合や世界的に

規制値を引き下げた場合などの幾つかの規制強化案

を仮定した上で、必要となる低硫黄燃料の量の変化

や沿岸での硫黄酸化物排出量への影響などを科学的

に見積もることを要請することを決定した。そして、

その結果を基に規制値の審議を改めて行うこととし

た。なお、専門家グループの一員として、当研究所

の吉田公一国際連携センター長も選ばれた。  

その調査結果では、規制値を厳しく、かつ規制海

域を増やすほど硫黄酸化物の濃度は低下するとの結

論が得られる一方、短期的には低硫黄燃料の供給は

困難であるとの結果が得られた。この結果を受け、

2008 年 2 月の BLG11 及び 2008 年 4 月の MEPC57 で、

再び、環境保護を最重要視する国と燃料供給を不安

視する国との間で議論が再開された。その結果、世

界的な規制値は 0.5％以下と大幅に強化されるもの

の、燃料油供給に不安がある場合は 2025 年から実施

するとの案が最終的に合意された。 

 

3.3.2 IMO で合意された規制強化案の内容 

 

2008 年 4 月に合意に達した規制強化案は次

のとおりである。なお、この規制強化安は 2008

年 10 月に改正条約として採択される見通しで

あり、2010 年春頃に発効すると見込まれている。 

①NOx 規制 

(i)新エンジンの規制強化 

  2011 年～ 現行規制値（2005 年規制値）

よ り 、 定 格 回 転 数 に 応 じ て

15.5～21.8％の規制値削減 

   2016 年～  ＩＭＯが指定する海域を航

行 す る 船 舶 に 搭 載 さ れ る エ

ンジンについて、現行規制値

（ 2005 年規制値）より、８

０％ の規 制 値削 減 (24m 以

下 の レ ク リ エ ー シ ョ ン 用

船舶、合計推進出力 750kw

以 下 で あ っ て 主 管 庁 が 設

計 上 困 難 と 認 め る 船 舶 に

搭載されるエンジンは、除

外。) 

(ii)現存エンジンへの規制導入 

これまで未規制であった 2000 年 1 月 1  

日 以 前 に 建 造 さ れ た 船 舶 に 搭 載 さ れ た

エンジンのうち、次のものについて 2005

年 規 制 値 に よ る 規 制 を 導 入 す る こ と を

決定。1990 年以降に建造された現存船の

エンジンのうち、シリンダー容積 90L 以

上かつ 出力 5,000kW 以上であり主管庁

が 適 切 な 規 制 適 合 手 法 を 有 す る と 認 証

したもの(主管庁が規制適合手法がある

と認定して 1 年後から規制開始）。 

(iii)エンジンの試験方法の変更 

   (i)、 (ii)の内容及び最新の ISO の方  

法を取り入れ、エンジンの試験方法の改

正に合意。 

   

②SOx 及び PM 規制 

排出規制海域、一般海域の２つに分けら 

れ、燃料油規制がある。燃料油の硫黄分を

削減する以外に、排ガス中の SOx 分を脱硫

す る 機 械 の 設 置 も 代 替 手 段 と し て 認 め ら

れることになった。なお、PM については、

個別の規制値は設定されず、燃料油中の硫

黄 分 濃 度 の 規 制 値 の 設 定 を 通 じ て 削 減 す

ることになった。 

  (i)排出規制海域(これまでバルト海、北 

海が指定されている。） 

     現 行：1.5％未満  

     2010 年：1.0％未満 

     2015 年：0.1％未満 

  (ii)一般海域 

     現行：4.5％未満 

     2012 年：3.5％未満 

     2018 年：世界の燃料供給見通しを 

考慮して、次の規制強化

時期を 2020 年とするか、

25 年とするか決定。  

     2020 年(又は 2025 年）：0.5％未満 

 

③ そ の 他 の 規 制 変 更 点 及 び 規 制 強 化 が 今 

後見込まれる点 

・タンカーに対し、荷役や運航中の VOC  

の排出を VOC 管理計画の作成義務付  

（186）
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ける。 

・ オ ゾ ン 層 破 壊 物 質 の 記 録 簿 の 作 成 義 務 

付けた。 

・燃料油の PSC 手順を定めた。 

・ま た 、硫 黄分 以 外の 燃料 油の 品 質基 準 

については、ISO に検討を要請し、ISO

の結果を受けて改めて検討する。 

 
4.  規制見直しと当研究所における研究との

関係 

 

4.1 概要 

 

3.で述べたとおり、海上技術安全研究所では、

IMO 規制強化の動きに対応して、様々な研究を

行ってきている。IMO への日本提案文書に反映

されたものとしては、財団法人日本船舶技術研

究所から委託を受け、NOx 規制案の違いによる

沿岸域の NOx 濃度の違いをシミュレーション計

算することにより、NOx 規制効果を検証する調

査研究、NOx 排ガス後処理装置に関する技術的

な問題点及び技術的方策などの調査研究や、

SOx 科学者グループの一員として、世界の沿岸

域で航行する船舶数の調査などがある。また、

環境技術自体の開発に関する研究も行ってお

り、国土交通省の委託を受け、エンジンの燃焼

改善改良等による NOx 低減技術や後処理装置の

開発に関する調査研究を行っている。 

 
4.2  当所で行われた研究の具体例 

 

当研究所で行っている研究は、4.1 で述べた

とおり多岐にわたるが、ここでは、IMO への提

案文書に反映されたものとして、日本船舶技術

研究所から委託された NOx 規制効果検証に関す

る調査研究の概要を紹介する。 

  

4.2.1  調査研究の概要 

 

BLG11 までの審議において、ノルウェーは、機

関本体の改良（in-engine）又は機関燃焼時に水噴射

し NOx の発生を抑制（現行の排出量に対して NOx 削

減率 40～50%）する装置を措置して全海域で適応す

ることを提案していた。それに対して、日本は、機

関より排出された NOx を SCR（Selective Catalytic 

Reduction）により除去する排気ガス後処理技術（現

行の排出量に対して NOx 削減率 80%）を措置して、

特定の海域のみ適応することを提案した。両者とも

に NOx を削減することは可能であるが、船舶を運航

する上で新たなエネルギー（CO2 排出の増大）を必要

とするので、NOx－CO2 のトレードオフを最小限に

抑えつつ、最大限に陸域（住宅域）の被害を抑制

する方法が必要である。   

そのため、両者の削減方法に関して、プルーム

モデルを利用して、船舶から排出される NOx が陸

域に及ぼす濃度分布から適切な方法（削減方法、

制限海域等）を比較検討した。 

なお、当時の日本提案及びノルウェー提案の内

容を下の表１に示す。 

 
表 1 日本提案とノルウェー提案の内容 

 日本提案 ノルウェー提

案 
Tier Ⅰからの

削減率(%) 
80 40-50 

削減方法 SCR の搭載 機関本体の改

良又は水噴射 
対象船舶 全船舶 全船舶 
海域制限 指 定

海域 
Tier
Ⅲ 

指 定

海 域

外 
Tier
Ⅱ 

全海域 

 
4.2.2  調査研究に使用した計算式及び計算

上の仮定 

 

日本提案及びノルウェー提案の両者を比較する

状態としては、図１に示すような 200 海里から港

に向けて直線上に航行してくる船舶が、港湾施設

に到着（停泊も含む）までに排出した NOx が港湾

施設より 1～10km 離れた住宅地等の人的被害を及

ぼす地点に対する濃度で比較することとした。 

 

図１ 計算の概念図 

規制海域 Xkm 1～10km

計測点

50
m

3m

 
   

船舶の煙突より排出される NOx は、煙突近傍で

酸化作用により NO2 に変化し、風等により拡散さ

れて、排出源からの距離によって、濃度が低下す

ることが予想される。海上における拡散による濃

度低下は、陸上でのそれと異なる障害物による複

雑な拡散過程がないため、単純に風、温度、排出

高さ等によって予測することとし、式(1)の正規プ

ルームモデルを用いて排出源より、ある距離離れ

た測定場所の濃度を推定することとし、次式によ

り、単純化して計算した。 
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Q:排出源の放出強度（g/s）、u:風速(m/s)、He:

有効煙突高さ(m) 

y:濃度計地点の y 座標（風向と直角方向）(m) 

z:濃度計地点の z 座標（鉛直方向)（m） 

σy:y 軸方向の拡散幅(m) 

σz:z 軸方向の拡散幅(m) 

 

なお、対象船舶は、主機が定格出力 65,210kW（定

格プロペラ回転数 100rpm）のコンテナ船とし、Tier

Ⅰ（17.0g/kW･hr）での NOx 排出量を扱った。拡散に

関連する各種パラメータは、次の表のとおりとした。 

 

 

表２ 拡散に関連する各種パラメータの値 

 

さらに、船舶、エンジン、船舶運転モード等は、

一般的な実船（8,600TEU）のデータを用いた。主機

は 65,210kW（M.C.R：定格回転数 100prm）の 2 スト

ロークエンジン、発電用の補機は 3,440kW×4 台

(13,760kW：定格回転数 750rpm)の中速エンジンと仮

定した。入港時の運航パターンとしては、パイロッ

トステーション（沿岸より 0.56km）37km 前から減速

を開始し、18.5km 手前で Harbour Full になり、各

運転モードでパイロットステーションに接近して行

くと仮定した。 

 
4.2.3 調査研究結果 

 

4.2.2 の条件に基づき、沿岸より観測地点の距離

をそれぞれ変えた場合の計算結果をそれぞれ、図 2

～図 5 のとおり示す。 

 
 
 
 
 

図 2 沿岸より観測地点の距離 1km 
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図 3 沿岸より観測地点の距離 2km 
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図 4 沿岸より観測地点の距離 5km 
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排出源の放出強

度  
285.2g/s(0.146m3/s) 

風速／風向  5.0(m/s)一様風／沿岸に向かって垂直

方向  
煙突高さ（有効

高さ）  
50.0(m)（CONCAWE 式で推定）  

環境温度／排出

ガス温度  
15℃／200℃  

濃度計設置高さ  
(計算対象高さ) 

Z=3.0(m) 

拡散幅(大気安定

度) 
Pasquil-Gifford チャート（1 時間値、

大気安定度は中立（D）を仮定）  
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図 5 沿岸より観測地点の距離 10km 
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これらの結果から考察される結果は、次のと

おりである。 

1) 沿岸より陸域内に 1km 離れている観測地での

NOx 濃度は、全海域に対して NOx を 50%削減した場

合より、沿岸から約 10km 遠方より NOx を 80%削減

した場合の方が、低減効果が大きい。観測地点を

より遠く 10km としても、沿岸から約 50km 遠方よ

り NOx を 80%削減した場合の方が、低減効果が大

きい。 

2） 沿岸より一定距離離れた観測地点で船舶より起

因する NOx 濃度を一定以下とすることを達成しよ

うとする場合、規制海域距離を一定以上大きくす

ることで達成できる。例えば、沿岸からの観測地

点の距離 2～10km の場合であって、NOx 濃度とし

て 30μg／m３以下を達成しようとする場合、規制

海域を約 60km に設定して NOx を 80%削減すること

により実現できる。 

3) 1)及び 2)の結果から、港湾域における NO2 およ

び NOx 濃度の削減のためには、NOx 削減を実施す

る規制海域を沿岸から数十 km 離れた距離に設定

し、規制海域内は、NOx80％削減とし、それ以外の

海域ではより緩やかな規制値とする方が、全海域

規制より合理的である。 
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